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うるま市中小企業売上拡大支援事業補助金交付要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、うるま市中小企業等売上拡大支援事業（以下「事業」という。）

の実施に関し、うるま市中小企業等売上拡大支援事業補助金交付要綱（令和６年うる

ま市告示第５３号）（以下、「交付要綱」という。）及びうるま市補助金等交付規則

（平成１７年うるま市規則第４７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 市内中小企業等が行う売上拡大に資する取組みの経費の一部に対して補助を

行い「稼ぐ力」の強化を目指し、市内中小企業者の競争力を高め新たな需要獲得、自

立的かつ持続的な成長を促進することを目的とする。 

（目標） 

第３条 交付要綱第8条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者（以下「補

助決定事業者」という。）が行う事業の実施に直接関連する商品及びサービス等に関

する売り上げが、事業の実施前と比較して５％以上、向上することを目標とする。 

２ 前項において、事業の実施に直接関連する商品及びサービス等に関する売り上げの

算出が困難又は不適当等な場合は、事業所等の全体の売り上げにて比較を行うことを

さまたげない。 

（市内調達） 

第４条 補助事業において必要とする消耗品や原材料、委託等の支出については、可能

な限り市内に本店、支店などのある事業所から優先的に発注及び調達に努めることと

する。 

（交付申請関係） 

第５条 交付要綱第７条第１項に規定する関係書類のうち、次に掲げるものについては、

別紙で定める様式に基づき作成を行うものとする。 

（１）事業者概要（別紙１） 

（２）事業計画書（別紙２） 

（３）スケジュール表（別紙３） 

（４）収支予算書（別紙４） 
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（５）誓約書（別紙５） 

（６）承諾書（別紙６） 

２ 交付要綱第７条に規定する関係書類のうち、履行事項全部証明書及び完納証明書に

ついては、補助金の交付申請月に発行されたものとする。 

（実績報告関係） 

第６条 要綱第１３条に規定する関係書類のうち、次に掲げるものについては、別紙で

定める様式に基づき作成を行うものとする。 

 （１）補助対象事業報告書（別紙７） 

（２）事業収支決算書（別紙８） 

（３）補助簿（別紙９） 

（４）原材料・消耗品受払簿（別紙１０） 

２ 市長は事業実績報告及び関係書類に不備がないか点検し、不備があると認めるとき

はその補正を求めることができる。 

３ 前項において、交付要綱第１３条で定める期限までに不備のない実績報告等が提出

されない場合は、交付要綱第１７条１項に定める交付決定の取消事由に該当する。 

(活動状況等の報告) 

第７条 交付要綱第１６条第１項に規定する関係書類については、実施した事業概要や

効果等の状況報告書（別紙１１）に基づき作成を行うものとする。 

（管理運営） 

第８条 補助決定事業者は、第５条第１項に規定する事業計画（別紙２）に従って適正

に管理運営するものとする。また、市長は事業の適正な推進が図られるよう、補助決

定事業者に対し適正な管理運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用状

況、事業効果等の把握に努め、補助決定事業者は適切に応じなければならない。 

（財産管理関係） 

第９条 本事業による取得した財産（以下「取得財産等」という。）には、事業名等を

表示するものとする。 

 

附則 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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【別紙１】 

事業者概要 

事  業  者  

代 表 者 職・氏名  

所 在 地  

H P ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ  

連   絡 

担 当 者 

職・氏名  電話  

E-mail  FAX  

経  理 

担 当 者 

職・氏名  電話  

E-mail  FAX  

資 本 金  

設 立 年 月  

社 員 数                名（営業担当者    名） 

主 な 業 務 

内 容 

 

財 務 状 況 
（直近 2 期） 

〇年度 〇年度 

売上高（千円）  売上高（千円）  

当期純利益（千円）  
当期純利益（千

円） 
 

商工会又は 

観光物産協会

へ加入の有無 
（該当する欄に〇） 

商工会 観光物産協会 

加入済み 未加入 加入済み 未加入 

創業枠 
（開業 3 年以内の

事業者が対象） 

 

開業日 年  月  日～ 

特定創業等支援につ

いて 
受講歴あり・なし 

ありの場合（  年  月受講） 
うるま市の実施する創

業者支援事業について 
受講歴あり・なし 

ありの場合（  年  月受講） 

「経営多角化補

助金」または「研

究開発支援補助

金」の活用状況 

 

年度 活用補助金（円） 事業名 
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【別紙２】 

事業計画書 

 

現状 

（問題・課題） 

 

事業内容 

 

事業の実施予定

期間 

【開始日】 

【終了日】 

リスク及び 

対策 

リスク  

対策  

期待される効果

と事業目標 

効果  

目標  

事 業 名  

事 業 者  
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事業完了後の 

事業計画 

 

 

うるま市への 

波及効果 

 

補助事業実施に

よる売上増の見

込み 

補助事業対象期間  

事業終了 1年後  

事業終了 2年後  

事業終了 3年後  



 

【別紙３】 

スケジュール表（令和 年度） 

 

実施工
程項目 

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 

           

          

          

          

          

 

事業名  

事業者  



 

 

 

 

【別紙4】

１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

２．支出の部 補  助  対  象  経  費

積算式(品名：単価×数量等) 金　　額(税込価格)

0 0

0

1

2 枠が不足した場合は適宜追加してください。

3 補助請求額を算出する場合、上限は交付決定額以下とし、当該額に1,000円未満の端数が生じた場合は切捨てとします。

7　原材料費

経費項目 経費区分

１　報償費

３　そ　の　他（　　　　　）

事業経費合計(税込) 0

１　自 己 資 金 自己資金

２　補　助　金 うるま市売上拡大支援事業補助金

補助事業収支予算書

金　　　　額 資金の調達先

事業者名：

２　旅費

３　需用費

収入の部の「３　その他」の（　）内には、収入経費の名称を記載してください。。

6　備品購入費

５　使用料及び賃借料

補 　助　 請　 求　 額

 合　    計

8　その他経費

金　　額(税抜価格)

積算明細

う

る

ま

市

売

上

拡

大

支

援

事

業

４　委託料



 

【別紙５】 

 

誓 約 書 

 

うるま市長 様 

 

事業者            

代表者名            

 

私は、令和〇年度中小企業等売上拡大支援事業補助金を申請するにあたり、沖縄県暴力団

排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当し

ないことを誓約します。 

 

 

 

（参考） 

沖縄県暴力団排除条例（平成 23年７月 沖縄県条例第 35号） 

 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

  (1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律  第 77号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

  (2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月 法律第 77号） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

２ 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力

的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

 （中略） 

６ 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

 



 

 
【別紙６】 

 

承  諾  書 

 

うるま市長 様 

 

 

事 業 者                   

代表者名                 印 

 

 

 

私は、令和 年度うるま市中小企業等売上拡大支援事業補助金を申請し、実

施にあたっては、「うるま市中小企業等売上拡大補助金交付要綱」を遵守します。 

また、補助対象事業が完了した際には、完了した日、若しくは中止又は廃止の

承認を受けた日から起算して、１５日を経過した日または交付決定の通知があ

った日が属する年度の２月１５日までのいずれか早い日までに実績報告書に下

記関係書類をそろえ提出します。ただし、当該期日がうるま市の休日を定める

条例（平成１７年うるま市条例第２号）に定める市の休日となる場合は、その

前日に提出します。 

また、補助事業終了後の報告会において事業の報告をします。 

 

 事業終了後３年間の報告について、事業効果等活動 

報告書及び関係書類をそろえ、当該年度の５月末日までに提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【別紙７】 

補助対象事業報告書 

１.事業実施内容・成果 

事業名  

実施内容 

 

事業成果 

 

事業実施期間 
【開始日】 

【終了日】 

補助事業に 

要した経費 
 

 

２.事業実施内容の詳細報告 
本事業に至った経

緯や目的 

 

事業行程  

事業スケジュール  

事業での取組内容  

うるま市への波及

効果 

 

今後の展望（今後

の事業計画等） 

 

 



 

 

【別紙8】

１．収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

２．支出の部 補  助  対  象  経  費

積算式(品名：単価×数量等) 金　　額(税込価格)

0 0

0

1

2 枠が不足した場合は適宜追加してください。

3 補助請求額を算出する場合、上限は交付決定額以下とし、当該額に1,000円未満の端数が生じた場合は切捨てとします。

１　自 己 資 金 自己資金

事業者名：

金　　　　額 資金の調達先

２　補　助　金 うるま市売上拡大支援事業補助金

３　そ　の　他（　　　　　）

事業経費合計(税込) 0

経費項目 経費区分
積算明細

金　　額(税抜価格)

３　需用費

２　旅費

４　委託料

7　原材料費

6　備品購入費

５　使用料及び賃借料

補助事業収支決算書

 合　    計

補 　助　 請　 求　 額

収入の部の「３　その他」の（　）内には、収入経費の名称を記載してください。。

8　その他経費

う

る

ま

市

売

上

拡

大

支

援

事

業

１　報償費



 

【別紙９】 

（単位：円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

小計 ¥0 ¥0 ¥0

補助帳簿（　　費）

事業者名：

事業名   ：

科目

証憑

書類

番号

品名（用務名等） 支払先
支出額

（税抜き）

支出額

（税込み）
メモ

○○費

消費税相当

額
見積日 注文日 納品日

請求書受

領日
支払日

 
 



 

【別紙１０】 

数量
（単位：　　）

金額
　　　（円）

（①） （②） （①-②）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

品名

管理者
確認印

原材料   ・   消耗品  受払簿

合計

購入
事業のための
払い出し量
（単位：　　）

差引残量
年月日

 



 

【別紙１１】 

実施した事業概要や効果等の状況報告書 

（1～５枚程度で記載し、適宜枠のサイズを調整してください。） 

事業名  

補助事業で実施し

た事業の概要 

 

事業実施期間  

商品・サービスにつ

いて 

商品・サービス名  

販売戦略 

コンセプト 

 

事業終了後の進

捗・展開状況 

 

 

補助事業（売上拡大

の取組み） 

による効果等 

 

 

 

 
 

事業成長の概要  

売上状況 ①申請前 ②補助事業終

了後 
増減率（％） 

（②－①）/①×

100 

売上高 円 円 円 

売上純利益 円 円 円 

今後の展望等  

 


